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1. 概要

1.1 はじめに

防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴い周辺地盤に地盤改良を実施する計画である。本地盤

改良体の改良範囲は，防潮堤（鋼製防護壁）の近傍に位置する複数の施設・設備にまで及んで

おり，地盤改良による周辺施設・設備への影響検討が必要と判断する。

地盤改良体は地盤改良体（セメント改良）と地盤改良体（薬液注入）に区別されるが，その

うち広範囲に計画している地盤改良体（薬液注入）においては，設計上，防潮堤（鋼製防護

壁）近傍の施設・設備の周辺地盤を非液状化地盤とする扱いとなり，これは平成 30年 10月

18日付け原規規発第 1810181号にて認可された工事計画（以下， 「既エ認」という。）にて

実施した地盤のばらつきを考慮した解析ケースの非液状化の条件を仮定した地盤ケース⑤，⑥

に包絡されると考える。

なお，既工認時の耐震評価モデルにおいては，評価対象構造物の隣接構造物（地盤改良等の

補強対策を含む）について，地盤変形に対する保守的な配慮としてモデル化しない方針であ

り，本方針を踏まえると，防潮堤（鋼製防護壁）に対する地盤改良体を周辺施設の耐震評価モ

デルに反映する必要はない。

しかし，本資料では，地盤改良体（薬液注入）や局所的に計画する地盤改良体（セメント改

良）による周辺施設・設備への影響程度を確認するため，既実施地盤改良体を含む各々の地盤

改良体を考慮した耐震評価モデルを別途作成した上で，地盤改良による影響検討を行う。
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1. 2 影響検討の基本方針

(1) 耐震評価

耐震評価に係る影響検討については，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う地盤改良体

（以下， 「追加地盤改良体」という。）が近傍にまで及ぶ施設・設備を対象とし，平面配置

等を参照した上で網羅的に抽出する。

施設の影響検討については，抽出された施設毎に，既工認の評価結果から照査値が厳しい

地盤ケース及び地震動を選定する。選定した地盤ケース及び地震動に対して，追加地盤改良

体の配置及び形状を考慮した二次元有効応力解析モデルにて地震応答解析を実施し，影響の

有無を確認する。

設備の影響検討については，抽出された施設に間接支持される設備に対して，既工認の評

価結果から応答加速度が大きくなる地盤ケース及び地震動を選定する。選定した地盤ケース

及び地震動に対して，追加地盤改良体を考慮した二次元有効応力解析モデルにて解析を実施

し，応答加速度への影響の有無を確認する。

既工認時の耐震評価における検討ケースについては， （参考 1) に記載する。

c2・) 強度評価

下記より，強度評価に対する影響検討は実施しない方針とする。

a. 施設の強度評価

施設の強度評価については，施設を梁要素でモデル化した静的フレーム解析を採用し，周

辺地盤は地盤バネとする設計方針である。地盤バネは，津波荷重及び余震荷重に対し，主働

側と受働側でそれぞれ設計上の役割を担っているが，特に施設の強度評価への影響が大きい

のは，外力（津波荷重及び余震荷重）に対し抵抗力を発揮する受働側の地盤バネと言える。

施設の近傍地盤に設置される地盤改良（セメント改良，薬液注入）は，いずれも地盤バネ

の抵抗力（バネ剛性，反力上限値）を向上させるものであり，受働側の地盤バネにおいて

は，追加地盤改良体を反映しない現状の設定が設計上保守的であると考える。

また，追加地盤改良体を反映した余震荷重は一次元地盤応答解析にて算定する設計方針で

あるが，1.1で前述した通り，追加地盤改良体（薬液注入）は，非液状化地盤として扱う方

針であるため，地盤ケース⑤，⑥に包絡されると考える。なお，追加地盤改良体（セメント

改良）は設置範囲も限定的であり，強度評価が必要な施設（防潮堤（鋼製防護壁）を除く）

とも十分な離隔が確保できていることから，余震荷重を算定する一次元地盤応答解析への反

映は不要と考える。

b. 設備の強度評価

設備の強度評価については，単純梁に津波（または浸水圧）及び余震荷重を載荷して評価

を実施する設計方針である。追加地盤改良体による余震荷重への影響が懸念されるが，余震

荷重として設定している Sd-D  1は， Ss-D  1 （本震）の 1/2であり，耐震評価側にて

S d-D  1より大きな地震動で影響の有無を確認するため，余震時の影響は「（1) 耐震評

価」での確認に包絡されるものと考える。以上より，余震時の影響については， 「（1) 耐

震評価」で確認する方針とする。
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1. 2. 1 影響検討対象施設・設備の抽出

地盤改良範囲が近傍まで及ぶ影響検討対象施設・設備を抽出する。抽出した影響検討対象

となる周辺施設・設備を図1.2-1,表1.2-1に示す。

図1.2-1 影響検討対象となる周辺施設・設備
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表1.2-1 影響検討対象となる周辺施設・設備一覧

No. 影響検討対象となる施設 影響検討対象となる設備

ー 【DB: Cクラス(Ss※1)】 【DB: Sクラス】 【SA:重要SA設備※2】

【SA:重要SA設備可

•取水構造物

・非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ，

及び配管

ストレーナ

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ，

ストレーナ及び配管

・残留熱除去系海水系ポンプ，

[DB :Sクラス】

ストレーナ及び配管

•取水ピット空気抜き配管逆止弁

•海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁

•取水路点検用開口部浸水防止蓋

・潮位計

•取水ヒ゜ット水位計

2
 
【DB:Sクラス】

・防潮堤

（鉄筋コンクリート防潮壁）

【DB: Sクラス】

・防潮扉

【DB: Sクラス】
・構内排水路逆流防止設備

3
 

【DB:Sクラス】 【SA：重要SA設備※2】

【DB:Cクラス(Ss※1)】
・出口側集水枡

【DB: Cクラス (Ss※1)】

・屋外二重管 非常用ディーゼル発電機用海水系配管

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水配管

・残留熱除去系海水系配管

4
 
・貯留堰

.......................... -.................... _.~---------...................._............................ ·-·············•..................................... _......ー-----.......----.....-----.,..~........ ··—·· 

注記

・貯留堰取付護岸

・土留鋼管矢板

※1 ：屋外重要土木構造物， Sクラスの間接支持構造物等で基準地震動ssでの機能維持が必要
な設計基準対象施設

※2 ：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備で基準地震動ssによる機能維持
が必要な重大事故等対処施設

1-5 

6
 



1. 2. 2 影響検討ケースの選定方針

影響検討ケースの選定方針について以下に示す。

また，影響検討を実施する対象施設・設備の断面及びケースの選定の詳細については，

後述する 2章から 5章までの各施設・設備の影響検討に示す。

(1)施設の耐震評価への影響

影響検討の地震動については，表 1.2-2に示す各施設の評価グループごとに，既工認の

耐震評価における検討ケースのうち基本ケース（地盤ケース①）で照査値が最大となる地

震動を選定する。

表1.2-2 対象構造物評価グループ

構造物 評価グループ 備考

•取水構造物は， RC部材及び鋼管杭で構

・RC部材
成された構造物である。

取水構造物 ・RC部材及び鋼管杭で応答特性が異なる
・鋼管杭

ことから， RC部材及び鋼管杭のそれぞ

れについて影響検討ケースを選定する。

・防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）は，

防潮堤
防潮壁，フーチング及び地中連続壁基礎

で構成された構造物である。
（鉄筋コンク ・地中連続壁基礎

・地盤改良体の影響を顕著に受けると想定
リート防潮壁）※

される地中連続壁基礎について影響検討

ケースを選定する。

・屋外二重管は，基礎（鋼製桁，鋼管杭）

及び管体で構成された構造物である。

・基礎 ・基礎並びに管体（管周方向）及び管体

屋外二重管 ・管体（管周） （管軸方向）で応答特性が異なることか

・管体（管軸） ら，基礎並びに管体（管周方向）及び管

体（管軸方向）のそれぞれについて影響

検討ケースを選定する。

・貯留堰，貯留堰取付護岸及び土留鋼管矢

板は，鋼管杭や鋼矢板等の鋼部材及び止

貯留堰，
・鋼部材

水ゴムで構成された構造物である。

貯留堰取付護岸， ・鋼部材（応力評価）及び止水ゴム（変位
．止水ゴム

土留鋼管矢板 評価）で評価方法が大きく異なることか

ら，鋼材及び止水ゴムのそれぞれについ

て影響検討ケースを選定する。

※防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の上部構造及び出口側集水枡については，防潮堤

（鉄筋コンクリート防潮壁）の地中連続壁で選定したケースの応答加速度を用いる。
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影響検討の地盤ケースについては，原地盤の実応答に最も近いケースと して，原地盤に

基づく液状化強度特性を用いた検討ケース（地盤ケース①）を基本とする。ただし，追加

地盤改良体が構造物に対して左右非対称に設置される施設については，特に左右の剛性差

による未改良地盤側への変形の累積等の可能性を踏まえ，地盤のばらつきを考慮した検討

（地盤ケース①～⑥までの検討ケース） から，既エ認の最大照査値発生ケースを選

定する。検討ケース選定の考え方を図 1.2-2に示す。

ケース

（変更前） （変更後）

｛
 
｛
 

原地盤の実応答に最も近い地盤ケース①を基

本とするが，左右の剛性差による未改良地盤

側への変形の累積等の可能性がある。

⇒既工認時の最大照査値発生ケースにて
所定の裕度を確保することを確認する。

【凡例】

□：原地盤（第四系） □：原地盤（km層） 地盤改良体

図 1.2-2 検討ケース選定の考え方（地盤改良体が左右非対称に設置される施設）

なお，地盤改良体（薬液注入）については，

は原地盤（非液状化）と同条件であることから，

図1.2-3に示す通り，解析用物性値として

地盤ケース⑤，⑥については検討対象外

とする。

a.地盤改良体（セメント改良）

（地盤ケース④） （地盤ケース⑤．⑥）（原地盤に地盤改良体を追加）
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【凡例l

巳 ：原地盤（第四系）

：地盤改良体（セメント改良）

図1.2-3 

二 ：原地盤（血層） □豊浦標準砂
二 ：地盤改良体（薬液注入）⇒原地盤相当（非液状化）

地盤ケースと解析条件の整理
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施設の耐震評価における影響検討ケースの選定フローを図1.2-4に示す。

評価グループの決定
- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -1-- - - - - - - - - - - - - - --I 

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を選定※

地
震
動

【選定根拠】
既工認時に全地震動に対して評価を実施し
ている地盤ケース①に対して，当該施設への
影響が大きい地震動を選定する。

※評価グループごとに選定

-----------------------------------------------------------------------------------------..-------------------------f-------------------------！影響検討の地盤ケースについては，原地盤の状況に最も近いケース（地盤ケース①）を基本とする。

l 【基本方針】
！ 地盤改良体は地盤改良体（セメント改良）と地盤改良体（薬液注入）に区別されるが，そのうち広範囲に計画している地盤改良体（薬液注入）に
！ おいては設計上，防潮堤（鋼製防護壁）近傍の施設・設備の周辺地盤を非液状化地盤とする扱いとなり，これは既工認にて実施した地盤のばらっ
l きを考慮した解析ケースの非液状化の条件を仮定した地盤ケース⑤，⑥に包絡されると考える。
l 以上より，地盤改良体（薬液注入）や局所的に計画する地盤改良（セメント改良）による周辺施設・設備への影響程度を確認するため，原地盤の
i 実応答に最も近いケース（地盤ケース①）にて確認することを基本とする。
L------------------------------------------------------------------------・------------------------------------------------------------------------

Yes（対称）

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース①を選定 既工認時の地盤ケース(i)~⑥の中で
最大照査値が発生したケースを選定

既工認時の地薔ケース(i)~④の中で
最大照査値が発生したケースを選定

【選定根拠】
追加地盤改良の実施により周辺地盤の変形
が抑えられるとともに，地盤改良体の左右差
による影響が小さいことから，構造物に与え
る影響が軽微であると判断されるため，基本
方針の通り，原地盤の実応答に最も近い地盤
ケース①を影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
追加地盤改良体が構造物に対して左右非対
称に設置される施設については，特に左右の
剛性差による未改良地盤側への変形の累積等
の可能性を踏まえ，地盤のばらつきを考慮し
た検討ケース（地盤ケース①～⑥までの検討
ケース）から，既エ認の最大照査値発生ケー
スを影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
追加地盤改良体が構造物に対して左右非対
称に設置される施設については特に左右の
剛性差による未改良地盤側への変形の累積等
の可能性を踏まえ地盤のばらつきを考慮し
た検討ケース（地盤ケース①～⑥までの検討
ケース）から，既工認の最大照査値発生ケー
スを影響検討ケースとして選定する。
ただし，薬液注入については，解析用物性
値としては原地盤（非液状化）同条件となる
ことから，地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，
地盤ケース①～④の中から選定する。

図1.2-4 影響検討ケースの選定フロー （施設の耐震評価）
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(2)設備の耐震評価への影響

設備の耐震評価への影響については，既工認時の原地盤において非液状化の条件を仮定

した地盤ケース⑤で設備評価への影響が顕著な地震動に対して全ケース（地盤ケース④～

⑥)を実施することを基本とする。

ただし，地盤改良体（薬液注入）については，施設の耐震評価と同様，地盤ケース⑤，

⑥については検討対象外とする。

また，地盤改良体（セメント改良）については，モデル変更前後の応答の傾向確認のた

め，基本ケースである地盤ケース⑤及び全ての周期帯で比較的大きい加速度を示すSs-

(H+, V+) を確認波として実施する。

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定フローを図1.2-5に示す。

Dl 

地
震
動

既工認時の地薔ケース⑤で設備評値ヘ
の影響が頴著な地震動を渭定

【選定根拠】
地盤改良により周辺地盤の剛性が高くなる
ため．全ケースにて応答加速度等の増加が想
定されることから．地盤ケース④～⑥の全
ケースに対して影響検討を実施する。

------------------i――--------------------------------------------------
-----------------------------------------------------------------------

.-----------------------------------------------------------------------------------------------------------―’ ：影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。

： 【基本方針】 ： 
！ 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース ！ 
： ④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。
l-----------------------•------------------------------------------------------------------------------------i 

地
盤
ケ
—
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を潤定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

地盤ケース④を選定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤（非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

⑤ss-D 1 (H+ 

【選定根拠】
追加地盤改良体（セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+, V+) を選定する。

V+)を渭定

図1.2-5 影響検討ケースの選定フロー
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1. 2. 3 影響検討モデルのモデル化方針

影響検討モデルについては，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う周辺施設・設備への

影響について確認することを目的としているため，防潮堤（鋼製防護壁）の構造成立性に寄

与する地盤改良体（既実施地盤改良体及び追加地盤改良体）を既工認時の 2次元有効応力解

析モデルに反映する。なお，既工認時と同様，近傍構造物については評価施設に対して離隔

があることから影響が軽微であると判断し，構造物としてはモデル化せず，地盤改良体（薬

液注入）にてモデル化する方針とする。

また，新規基礎として追加した鋼管杭については，周辺施設に影響のない位置に配置する

ことから，鋼管杭に対する周辺施設への影響検討については対象外とする。

1. 2. 4 影響検討方針

(1)施設の影響検討

「1.2. 3 影響検討モデルのモデル化方針」に従い影響検討モデルを作成する。 「1.2. 2 

影響検討ケースの選定方針」に従い選定したケースに対して二次元有効応力解析を実施

し，一連の耐震評価を実施する。

影響検討モデル及び既エ認時の耐震評価結果（影響検討モデルと同ケース）を比較し影

響の有無を確認するとともに，所定の評価基準値を満足することを確認する。

また，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の上部構造，出口側集水枡のような二次元有

効応力解析結果の応答加速度から設計震度を算定し，二次元静的フレーム解析に設計震度

を入力することにより断面力を抽出する評価については，既エ認時の設計震度を超えてい

ないことを確認する。既工認時の設計震度を超えた場合は，その増加率（＝影響検討結果

／既エ認結果）が既工認時の設計裕度を上回らないことを確認する。

(2)設備の影響検討

「1.2. 3 影響検討モデルのモデル化方針」に従い影響検討モデルを作成する。 「1.2. 2 

影響検討ケースの選定方針」に従い選定したケースに対して二次元有効応力解析を実施

し，応答加速度を抽出する。

影響検討モデルによる最大応答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) と既工認時

の最大応答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) とを比較し影響の有無を確認す

る。また，既工認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解

析で得られた応答加速度に対して，既工認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作

成方針」に基づき余裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討

ケースのZPA及びFRSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響の有無を確認

する。

なお，既エ認時の比較対象ケースは，影響検討にて選定したケースを基本とするが，追

加地盤改良体（薬液注入）により地盤ケース④は豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置

き換わることから，地盤ケース⑤の条件に近づくと考えるため，地盤ケース④のみ影響検

討を実施する場合は既工認時の地盤ケース⑤についても比較対象とする。

1-10 
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2. 取水構造物に対する影響検討
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2. 1 影響検討断面の選定

影響検討断面は，既工認時の代表断面のうち，解析モデルに追加地盤改良体が設置される断

面を対象とする。追加地盤改良体と施設の位置関係を図 2.1-1及び図 2.1-2に示す。

以上より，検討対象断面内に追加地盤改良体が設置される①ー①断面及び④一④断面を選定

する。⑥一⑥断面については，追加地盤改良体の範囲外であることから既工認と同様の解析条

件のため，本影響検討断面から除外する。

EL. (m) 

10.0 

0.0 

-10.0 

-20.0 

-30.0 

-40. 0 

-50.0 

-60.0 

-70. 0 

-80. 0 

図2.1-1 取水構造物及び地盤改良体の平面位置

i.1- -1 約13m |____l：□1 
DDDDDDDD 

既実施地盤改良体 （薬液注入） Km 

Km 

・追加地盤改良体 （薬液注入）

図2.1-2 (1) 取水構造物及び地盤改良体の断面位置（①ー①断面）
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s 
EL. (m) 

10.0 

0. 0 

-10.0 

-20.0 

-30.0 

-40.0 

-50.0 

-60.0 

-70. 0 

-80.0 

E 

El (m) 

ー ：追加地盤改良体（セメント改良） 追加地盤改良体 （薬液注入）

図2.1-2(2) 取水構造物及び地盤改良体の断面位置（④一④断面）

10 0 l 
du 

0 0 
Ag2 

-JO 0 As 

As As 
-20 0 

Ac 

N 
EL. (rn) 

10. 0 

0.0 

II’ 
EL (m) 

10 0 

I 0 0 
I 

-10 0 

-20 0 

-30 0 
- AS  ~--—--—-—-7、-4::n: o 

--10 0 

-50 0 [― -50 0 

--6)000 0 

Km I l¥m -en o 
I 

既実施地盤改良体（薬液注入）
-70 0 

-so 0 

※防潮堤（銅製防護壁）の構造変更に伴う追加地盤改良体の影響はない。

図2.1-2(3) 取水構造物及び地盤改良体の断面位置（⑥一⑥断面）
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2.2 影響検討ケースの選定

施設及び設備の耐震評価における影響検討ケースの選定結果を表 2.2-1に示す。影響検討ケ

ース選定の詳細については（参考2) に示す。

施設

表 2.2-1 検討ケースの選定

取水構造物

断面 ①一①断面 ④一④断面

構造物に対する地盤
概ね対称 概ね対称

改良体の設置状況

追加 セメント系 I ． 
地盤

改良 薬液注入 ． ． 
【RC部材】 【RC部材】

① 
I Ss-D1 (H+, V+) Ss-D1 (H-, V-) 

【鋼管杭】 【鋼管杭】
Ss-31 (H+, V+) Ss-31 (H+, V+) 

②
 

影響検討対象外
（概ね対称）

影響検討対象外
（概ね対称）

地
盤
ケ
ー
ス
如

③
 

④ |【最厳】
【最厳】

Ss-22 Ss-21 

【最厳】

⑤ 
Ss-21 
【確認波】

影響検討対象外 Ss-D1 (H+, V+) 

（薬液注入のみ）

⑥ 
【最厳】

Ss-21 

【注記】 ※1 ① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1 (J)した解析ケース

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性によ り強制的に液状化させる

ことを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地槃物性のばらつきを考慮（＋1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース

口：施設の耐震評価に対する影響検討ケース

ロ ：設備の耐震評価に対する影響検討ケース

口 ：影響検討対象外
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2. 3 評価条件及び評価内容

評価条件及び評価内容については，既工認の添付書類「V-2-2-6取水構造物の地震応答計

算書」及び添付書類「V-2-2-7取水構造物の耐震性についての計算魯」を踏襲するものとす

る。

既実施地盤改良体（薬液注入）については取水構造物の構造成立性に係る地盤改良体である

ことから既工認当時から解析モデルに見込んでいる。よって，影響検討用の解析モデルについ

ては防潮堤（鋼製防護壁）の構造成立性に係る追加地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改良

体（セメント改良）を反映する。

なお，地盤改良体の物性値については，既工認の添付書類「V-2-1-3 地盤の支持性能に係

る基本方針」に倣う。

図2.3-1に示す影響検討実施断面について，防潮堤（鋼製防護壁）の構造成立性に係る追加

地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改良体（セメント改良）の反映前後の解析モデルを図

2. 3-2に示す。

図2.3-1 影響検討実施断面位置図
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取水構造物（取水路）

既実施地盤改良体

（薬液注入）

（変更前）

取水構造物（取水路）

既実施地盤改良体
（楽液注入）

新設地磐改良体

（採液注入）

（変更後）

既実施地盤改良体

（薬液注入）

実施地盤改良（本
液注入）

図2.3-2(1) 解析モデル図（①一①断面）
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取水構造物（取水ヒ°ット）

（変更前）

取水構造物（取水ヒ ッ゚ト）

（変更後）

既実施地盤改良体
（薬液注入）

図2.3-2(2) 解析モデル図（④ー④断面）
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2.4 構造物に対する影響検討結果

2.4. 1 構造部材の健全性に対する評価結果

構造部材の健全性に対する評価結果の比較を表 2.4-1～表 2.4-8に示す。

評価の結果，一部の評価で照査値の上昇が見られるが，全ての評価項目において，評価基

準値を下回ることを確認した。

表 2.4-1 鉄筋コンクリートの曲げ軸力に対する評価結果比較（①一①断面）

照査値（yi. <J> d/ <J> L) ※ 比率
検討ケース 評価位置

変更後 （後／前）変更前

側壁 0. 056 0. 044 0. 786 

頂版 l 0. 045 0. 037 0. 822 

頂版 2 0.012 0. 011 0. 917 
①Ss-Dl (H+, V+) 

底版 1 0.096 0. 084 0. 875 

底版 2 0. 011 0. 009 0. 818 

隔壁 0.071 0. 068 0. 958 

※yi:構造物係数（＝1.0) <P d：照査用曲率 か：限界曲率

表 2.4-2 鉄筋コンクリートのせん断力に対する評価結果比較（①一①断面）

照査値（yi • Vd/Vyd) ※ 比率
検討ケース 評価位置

（後／前）変更前 変更後

側壁 0.330 ， 0. 301 0. 912 

頂版 1 0. 182 0. 175 0. 962 

頂版 2 0. 613 0.497 0. 811 
①S s -D  1 (H+, V+) 

底版 1 0. 397 0. 353 0. 889 

底版 2 0. 553 0. 517 0.935 

隔壁 0. 152 0. 154 1. 013 

※yi：構造物係数（＝1.0) Vd:照査用せん断力 Vyd:せん断耐力

頂版I J頁版2 J頁版2 頂版2 J頁版2 頂版2 項版2 頂版l

側壁 B三］］三］ 側壁

底版1 底版2 底版2 底版2 底版2 底版2 底版2 底版1
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表 2.4-3 鉄筋コンクリートの曲げ軸力に対する評価結果比較（④一④断面）

照査値（yi. <I> d/ <I> L) ※ 比率
検討ケース 評価位置

； 変更前 変更後 （後／前）

突出部 0. 005 0. 004 0.800 

側壁 0. 052 0. 055 1.058 

隔壁 0. 088 0. 081 0. 920 

左張出 0. 083 0. 097 1. 169 
①Ss-Dl (H-, V-) 

頂版 1 0. 102 0. 114 1. 118 

頂版 2 0.009 0. 009 1. 000 

底版 1 0. 084 ； i l 0. 084 1. 000 

底版2 0. 028 
I 
0. 024 0. 857 

※yi:構造物係数（＝1.0) <t>d：照査用曲率 か：限界曲率

表 2.4-4 鉄筋コンクリートのせん断力に対する評価結果比較（④一④断面）

照査値（yi • Vd/Vyd) ※ 比率
検討ケース 評価位置

， 変更前 変更後 （後／前）

突出部 0. 383 0. 336 0. 877 

側壁 0. 369 0. 360 0. 976 

隔壁 0. 293 0.286 0. 976 

左張出 0. 231 0.221 0.957 
①s s -D  1 (H-, V-) 

頂版 1 0. 343 0. 350 1.020 

頂版 2 0. 246 0.243 0. 988 

底版 1 0. 377 0.444 1. 178 

底版 2 0. 217 0.201 0.926 

※yi：構造物係数（＝1.0) Vd:照査用せん断力 Vyd:せん断耐力

突出部 突出部

底版l 底版2 底版2 底版2 底版1
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表 2.4-5 鋼管杭の曲げ軸力に対する評価結果比較（①ー①断面）

検討ケース 評価位置
照査値（yi • </> d/ <I> u)※ 

変更前 ． 変更後

比率

（後／前）

①S s -3 1 (H +, V +) 

※yi:構造物係数(=1.0)

鋼管杭 l| 0. 149 : o. 156 

¢d：照査用曲率 釘：終局曲率

1.047 

表 2.4-6 鋼管杭のせん断力に対する評価結果比較（①ー①断面）

検討ケース 評価位置
照査値（yi • Qd/Qu)※ 

変更前 変更後

比率

（後／前）

①S s -3 1 (H +, V +) 

※yi:構造物係数(=1.0) 

鋼管杭 1| °. 318 

Qd：照査用せん断力

0. 3 3 8 | 1.0 6 3 

Qu :終局せん断耐力

ー
ロ

I

|

ロ

＿

I

|

ロ

↑
|

□
 

、ー
ロ

『

I
_
□

ー
ロ
ー
ロ

ーー

ロ

表 2.4-7 鋼管杭の曲げ軸力に対する評価結果比較（④ー④断面）

検討ケース 評価位置
照査値（yi • <I> d/ <I> u)※ 

変更前 ： 変更後

比率

（後／前）

①S s -3 1 (H +, V +) 

※yi:構造物係数(=1.0)

鋼管杭 1| °. 187 ; o. 193 

¢d：照査用曲率 い：終局曲率

1. 032 

表 2.4-8 鋼管杭のせん断力に対する評価結果比較（④ー④断面）

検討ケース 評価位置
照査値（yi • Qd／仇）※

変更前 ． 変更後

比率

（後／前）

①S s -3 1 (H +, V +) 

※yi:構造物係数(=1.0) 

鋼管杭2| °.337 

Qd：照査用せん断力

0. 3 3 5 | °.9 9 4 

Qu：終局せん断耐力

ーー
ロ

l
l

—

□
 

l

l
10-

l

I
ロ

l

I
ロ

l
l
_口

l
ー
ロ

l

I
ロ

l
|
_
-4一

l

I
ロ
ー
ロ

『ー
ロ
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2.4.2 基礎地盤の支持性能に対する評価結果

基礎地盤の支持性能に対する評価結果の比較を表 2.4-9及び表 2.4-10に示す。

評価の結果，最大接地圧の上昇が見られるが，評価基準値（極限支持力度）を下回ること

を確認した。

表 2.4-9 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較（①一①断面）

最大接地圧 [kN/m門 比率
検討ケース 評価位置

i ； （後／前）変更前 変更後

①Ss-Dl (H+, V+) 鋼管杭9 701 704 1. 004 

①Ss-31 (H+, V+) 鋼管杭9 524 526 1. 004 

※極限支持力度： 6581kN/m2 

ー
ー
ロ

ー

戸
」

ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
|
い
ー
ロ

表 2.4-10 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較（④ー④断面）

最大接地圧 [kN/m門 比率
検討ケース 評価位置

（後／前）変更前 変更後

①S s -D  1 (H-, V-) 鋼管杭 12 716 763 1. 066 

①Ss-31 (H+, V+) 鋼管杭 12 544 556 1. 022 

※極限支持力度： 6581kN/m2 

ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
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2.5 機器・配管系に対する影響検討結果

2.5. 1 ①ー①断面に対する影響検討結果

(1) 影響検討ケース

「1.2. 2 影響検討ケースの選定方針」及び「2.2 影響検討ケースの選定」に示すとお

り，①ー①断面の追加地盤改良（薬液注入）は，解析上，既エ認モデルから原地盤物性のう

ち，液状化特性に関する非液状化の仮定範囲が変更となるのみであることから，非液状化の

条件を仮定した地盤ケース⑤，⑥については既工認モデルと同条件となる。このため，液状

化の条件を仮定した地盤ケース④に対して影響検討を行う。地震動については，既工認にて

地盤ケース④を実施したSs-22を用いる。

(2) 影響検討方法

「1.2. 4 影響検討方針」 (2)に示すとおり，地盤ケース④の影響検討モデルによる最大応答

加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) と既エ認時の最大応答加速度 (ZPA)及び床応

答曲線 (FRS)とを比較し影響有無を確認する。また，追加地盤改良体（薬液注入）により

地盤ケース④は豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置き換わることから，地盤ケース⑤の

条件に近づくと考えられるため，地盤ケース⑤についても比較対象とする。また，既エ認の耐

震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解析で得られた応答加速度

に対して，既工認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき余裕を確保

した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZPA及びFRSを比較

して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 検討結果

表2.5. 1-1にZPAの比較結果を，図 2.5.1-1～図 2.5.1-14にFRSの比較結果を示す。

比較した結果，影響検討モデルによる ZPAは，既工認時と比較して若干増減することを確

認した。また，影響検討モデルによるFRSは，水平方向においては既工認時と比較して増加

し，地盤ケース⑤に近づく傾向があることを確認した。一方，鉛直方向においては大差がない

ことを確認した。さらに，設備評価用ZPA及びFRSに対して十分な余裕があることを確認

した。したがって，追加地盤改良体（薬液注入）を考慮した場合でも，「1.2. 1 影響対象施設・

設備の抽出」に示す影響検討対象となる設備への耐震性に影響はない。

2-12 

23 



表 2.5.1-1 ZPAの比較結果

最大応答加速度 (X9.8m/sり

(I) (II) 
⑤Ss-22 ④Ss-22 比率

評価断面 EL. (m) 方向 ④Ss-22 設備
（既工認） （既工認） (1/11) 

【非液状化】 【液状化】
（影響検討） 評価用

【液状化】 （既工認）

水平 0.26 0.24 0.24 0.86 0.28 

2.810 ... ... 

鉛直 0. 55 0.53 0. 56 0. 79 0. 71 

水平 0.24 0.23 0.23 0.85 0. 28 

1. 118 
： 

鉛直 0. 55 0. 53 ： 0. 56 0. 79 0. 71 
： 

: i 

； 

水平 0. 29 0.30 0. 28 1. 01 0.28 

0.218 冨●・．．．．．．．．．．冨・．．．．．．．．．．．．．．．．．讐●●● ●● ●・・・・・・・・・・・ 

鉛直 0.49 0.48 0.48 0. 71 0. 68 

取水構造物
水平 0. 31 0. 31 0.30 1. 02 0.30 

（①一①断面）
-3. 253 ： 

．．．．．............................................. 

(NS方向その 1)
鉛直 0.49 0.48 0.48 0. 71 0.68 

水平 0.23 0.21 0. 23 0.81 0.29 

-3. 357 ... ~....• ~...• • ・ • 

鉛直 0. 55 0. 53 0. 56 0. 79 0. 71 
． 

： 

水平 0.24 0.20 0. 23 0.80 0.29 

-4.848 ・・・・・・・・・・-・....................................・

鉛直 0. 55 0.53 0.56 0. 79 0. 71 

； 

水平 0.25 
i 
0.21 0.25 0.83 0.31 ： 

-6. 540 ············....—································· 

鉛直 0. 54 0. 53 0. 55 0. 78 0. 71 
， 
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2.5.2 ④ー④断面に対する影響検討結果

(1) 影響検討ケース

「1.2. 2 影響評検討ケースの選定方針」及び「2.2 影響検討ケースの選定」に示すとお

り，④ー④断面の追加地盤改良体（セメント改良及び薬液注入）は，地盤ケース④～⑥の全

ケースについて，影響検討を実施する。また，地震動については，既工認にて地盤ケース

④，⑥を実施したSs-21を用いる。さらに，モデル変更前後の応答の傾向確認のため，

基本ケースである⑤ケース及び全ての周期帯で比較的大きい加速度を示すSs -D  1 (H 

+, V+) を確認波として実施する。

(2) 影響検討方法

「1.2. 4 影響検討方針」 (2)に示すとおり，地盤ケース④～⑥の全ケースについて，影響

検討モデルによる最大応答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) と既工認時の最大応

答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) とを比較し影響有無を確認する。また，既工

認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解析で得られた応答

加速度に対して，既工認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき余

裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZPA及びF

RSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 影響検討結果

表 2.5.2-1～表 2.5.2-4に各地盤ケースにおける ZPAの比較結果を，図 2.5.2-1～図

2. 5. 2-24に各地盤ケースにおける FRSの比較結果を示す。

比較した結果，影響検討モデルによる ZPA及びFRSは，既工認ケースと大差がないこ

とを確認した。また，設備評価用ZPA及びFRSに対して十分な余裕があることを確認し

た。したがって，追加地盤改良体（セメント改良及び薬液注入）を考慮した場合でも，「1.2. 1 

影響対象施設・設備の抽出」に示す影響検討対象となる設備への耐震性に影響はない。
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表 2.5. 2-1 Z PAの比較結果（地盤ケース④Ss-21)

最大応答加速度 (X9.8m/sり

(I) (II) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ④Ss-21 

④Ss-21 設備評価用 (I/II) 
（既工認）

（影響検討） （既工認）

水平 0.20 0.21 0.91 0.24 
0.30 ....一 ．．． 

鉛直 0. 56 0. 58 0.86 0.68 

水平 0.21 0.22 0. 95 0.24 ； 
·········••········"·囀．．．．．．．． ●●●●●』 9 』•_................、.............................取水構造物 -6.49 .................................... 

0. 70 0.68 鉛直 0.48 0.47 
（④ー④断面）

水平 0. 18 0. 19 0. 78 0.25 
・・・・・・・・・-・-・・・・・・・・・・・・・・・・・ (NS方向その 2) -7.40 ・・・・・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・ 

鉛直 0.46 0.49 0. 67 0. 74 

水平 0. 19 0.21 0.91 0.24 
-7.46 ------------------------------ --------------------------------------------------------

鉛直 0.48 0.47 0. 70 0.68 

表 2.5. 2-2 Z PAの比較結果（地盤ケース⑤Ss-21)

最大応答加速度 (X9.8m/sり

(I) (Il) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ⑤Ss-21 

⑤Ss-21 設備評価用 (I/II) 
（既工認）

（影響検討） （既工認）

水平 0.20 0.21 0.91 0.24 
0.30 ........................ _.. ......................................... _.一••.........

鉛直 0.57 0. 58 0.86 0.68 

水平 0.22 0.22 0.95 0.24 
....................................................... ~ 取水構造物 -6.49 ・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

0. 70 0.68 鉛直 0.47 0.47 
（④一④断面）

水平 0.20 0. 19 0. 78 0. 25 
響•......-···········-響ヽ・．．．噸 ●●ー．．．．．．．．．＿．．．．．．．．．．．(NS方向その 2) -7.40 ------------------------------------

鉛直 0.48 0.50 0.67 0. 75 

水平 0.21 0.21 0.91 0. 24 
-7.46 ...疇●疇.....疇•............... ..................... ・・・・・・・・・・............... 

鉛直 0.47 0.47 0. 70 0.68 
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表 2.5. 2-3 Z PAの比較結果（地盤ケース⑤Ss -D  1 (H+, V+)) 

最大応答加速度 (X9.8m/sり

⑤s s -D  1 
(I) 

比率
EL. (m) 方向

(II) 
評価断面 ⑤Ss-Dl 

(H+, V+) 設備評価用 (1/11) 

（既工認）
(H+, V+) 

（既工認）
（影響検討）

水平 0.25 0.24 0.91 0.27 
0.30 ．．．．ト―

鉛直 0.52 0.53 0.86 0.62 

水平 0.26 0.25 0.95 0.27 
取水構造物 -6.49 ．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

鉛直 0.45 0.46 ； 0. 70 0.66 
（④ー④断面）

水平 0.22 0.22 0. 78 0.29 
(NS方向その 2) -7.40 

鉛直 0.45 0.45 0.67 0.68 

水平 0.25 0.24 0.91 0.27 
-7.46 

鉛直 0.45 0.46 0. 70 0.66 

表 2.5. 2-4 Z PAの比較結果（地盤ケース⑥Ss-21)

最大応答加速度 (X9.8m/sり

(I) 
(II) 比率

評価断面 EL. (m) 方向 ⑥Ss-21 ⑥S s -2 1 
設備評価用 (I/II) 

（既工認） （影響検討）
（既工認）

pp 

水平 0.21 0.21 0.91 0.24 
0.30 ・・・--・・・・・・・・・-・.. ・・・・・・・・・・・・・・・・ ......................響●●，．．．．．．．．．．．....._........... 

鉛直 0.58 0. 59 0.86 0.69 

水平 0.23 0. 23 0.95 0.25 
取水構造物 -6.49 ．．．．．．．．．・-・・・・・・・・ ； 

．．．．．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．・・・・・・・・・・・-・．．．．．．．

鉛直 0.48 0.48 0. 70 0.69 
（④一④断面）

水平 0.21 0.20 0. 78 0.26 
(NS方向その 2) -7.40 ．．．．．ー．．．．．．．．．．．．．．．．．．．-・-・・・・・・ ................................~··~........... 

鉛直 0.48 0.51 0.67 0. 77 

水平 0.22 0.22 0.91 0.25 
-7.46 9•• ▼ •一 ．．．ー・・・

鉛直 0.48 0.48 0. 70 0.69 
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防潮堤（鋼製防護壁）の周辺施設への影響に関する参考資料

47 



（参考 1)
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（参考 1) 既工認時の耐震評価における検討ケースについて

本資料は，既工認時の施設及び設備の耐震評価における検討ケースに関する記載を再掲するも

のである。

1. 検討ケースについて

1. 1 地盤ケースについて

地盤剛性のばらつきの影響を考慮するため，原地盤におけるせん断波速度の原位置試験デ

ータの最小二乗法による回帰曲線と，その回帰係数の自由度を考慮した不偏分散に基づく標

準偏差oを用いて，せん断波速度を「回帰曲線＋la」（以下「＋la」という。）とする解析

ケース（地盤ケース②，⑥)及び「回帰曲線一la」（以下「一la」という。）とする解析ケ

ース（地盤ケース③）を設定する。

地盤の液状化強度特性は，代表性及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮し，原地盤の液

状化強度試験データの最小二乗法による回帰曲線と，その回帰係数の自由度を考慮した不偏

分散に基づく標準偏差aを用いて，液状化強度特性を (-1a) にて設定することを基本と

する（地盤ケース①，②，③）。

また，構造物への地盤変位に対する保守的な配慮として，敷地に存在しない豊浦標準砂の

液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケースを設定する

（地盤ケース④）。さらに，構造物及び機器・配管系への加速度応答に対する保守的な配慮

として，地盤の非液状化の条件を仮定した解析ケースを設定する（地盤ケース⑤，⑥)。

上記の地盤剛性及び液状化強度特性の設定を組合せた解析ケース（地盤ケース①～⑥)を

実施することにより，地盤物性のばらつきの影響を網羅的に考慮する。

以上の各地盤ケースにおける液状化強度の関係を参考図 1-1に，各地盤ケースにおけるせ

ん断波強度Vsの関係を参考図 1-2に，耐震評価で実施する地盤ケースを参考図 1-3に示

す。

なお，各種物性値の設置については，平成 30年 10月 18日付け原規規発第 1810181号に

て認可された工事計画の添付書類「V-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」及び補足説

明資料「地盤の支持性能について」を参照する。

参考 1-1

49 



2.0 

5

0

5

 

1

1

0

 

(
E
b
¥
2
)

云
R
迫
曲
―
ミ
＃

一原地盤(-1(J") 

ーー一原地盤（平均）

---豊浦標準砂

化の

一----

敷地に存在

0.0 I液状化強度特ー
0．戸状化させる... 

10 100 
繰返し載荷回数 Ne

1000 

参考図 1-1 各地盤ケースにおける液状化強度の関係

(
s
¥
u
)
S
A

駆
架
楽
姦

A
i

゜

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

 

0

0

0

0

0

0

0

0

0

 

9

8

7

6

5

4

3

2

l

 

一原地盤（平均）

一 原地盤（平均＋la) 

原地盤（平均ーla) 

一 豊浦標準砂

原地盤において非液状化の

条件を仮定（⑤,⑥） 

t 

敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性
により強制的に液状化させることを仮定 （④）

原地盤(+1a）（②） 

原地盤（平均）（①）

原地盤(-1a）（③） 

100 200 300 

平均有効主応力 a,m(kN/mり

400 500 

参考図 1-2 各地盤ケースにおけるせん断波強度 Vsの関係

参考 1-2

50 



地震時 （構造物の耐席評価）

軟 硬

オ蛉~ : if"' 得．『ポ胄た，9F••IL̀a〒沿で
: :''ll-利的，f＇勺 L̀’・ , :• Iごで

■n・ 
百～」乏，r 9 ，ゃド‘L̀ で...さ

＼ ロ 、三
（施設の耐震評価）

地震時 （恨器 ・配管系への）JII速度応答抽出）

共 硬

三
（設備の耐震評価）

参考図 1-3 耐震評価で実施する地盤ケース
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1. 2 基準地震動ssについて
基準地震動ssについては，既工認と同様，参考表 1-1及び参考表 1-2に示す全8波を検
討対象とする。

参考表 1-1 基準地震動ss 
基準地震動 備考

Ss-D1 応答スペクトル手法による基準地震動

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-11 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1)

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-12 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 2)

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-13 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 3)

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-14 

（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点 2)

2011年東北地方太平洋沖型地震
Ss-21 

（短周期レベルの不確かさ）

Ss-22 
2011年東北地方太平洋沖型地震

(SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）

Ss-31 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動

なお，基準地震動ssのうち，特定の方向性を有しない地震動 (Ss-Dl及びSs-31)につ
いては，位相を反転させた場合の影響も確認する。

断層モデル波である Ss-11~Ss-22については，特定の方向性を有することか

ら，構造物の評価対象断面方向を考慮し，方位補正を行う。具体的には南北方向及び東西方

向の地震動について構造物の評価断面方向の成分を求め，各々を足し合わせることで方位補

正した地震動を設定する。

参考 1-4
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参考表 1-2 解放基盤面における基準地震動ssの最大加速度一覧
基準 最大加速度 (cm/sり

地震動 NS成分 EW成分 UD成分

870 560 

Ss-D1 厄トロ~1111 且裏凶.I, 1•1馴~I9 
0 90 

時間IOO（sl 
ISO 200 50 

時1関09(,) 
150 aoo 

717 619 579 

旦← i: Iヽ i:| 9 Ss-11 
I 

I 

50 
時10問0(s) 

150 200 50 
時闘is)

150 2OO 50 
時1間00(,) 

l50 200 

871 626 602 

Ss-12 

旦← 且色 且`50 
時硲s)

150 2OO 印
峙間100(s) 

990 200 印
時間IOO(,) 

150 200 

903 617 599 

Ss-13 且ヽ 且fl!, 且ヽ
50 

時附．）
150 200 印

時間100(s) 
1印 ,00 50 

時l閏oo(,) 
I印 2OO 

586 482 451 

Ss-14 且t.: 且、 且、
50 

時訊）
150 200 50 

時間lOO(,) 
150 2OO 印

時間IOO(s) 
150 200 

901 887 620 

言 負 旦I
Ss-21 

•い | 曹'.I ・母0,

゜
50 

時齢．）
I印 200 

゜
50 

峙間100(s) 
150 200 50 

峙閏100(S) 
150 299 

1009 874 736 

Ss-22 

旦 1f! 1-ー1009l 3s§一姻じ”匹, i"11 旦I・印
時間loo(s) 

l印 血 90 
時間IOO(,) 

I切 200 50 
峙間1090s) 

150 200 

610 280 

旦 旦
ss-31 

党；＇・: 
I 倉
ー290

゜
5 

時10間(s)
15 20 

゜
6 

時性(s)
15 20 
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2. 耐震評価における検討ケースの組合せについて

2. 1 施設の耐震評価

地

塁

眉ヽ

施設の耐震評価においては，基準地震動ss全波 (8波）及びこれらに位相反転を考慮し
た地震動 (4波）を加えた全12波を用いて地盤ケース①を実施する。

上記の地盤ケース①において，せん断力照査及び曲げ軸力照査がせん断力照査及び曲げ軸

力照査をはじめとした全ての照査項目について，各照査値が最も厳しい（許容限界に対する

余裕が最も小さい）地震動を用い，地盤ケース②～⑥の中から追加検討ケースを実施する。

最も厳しい地震動の選定は，照査値1.0に対して 2倍の余裕となる照査値0.5以上を相対的

に厳しい地震動の選定の目安として実施する。

施設の耐震評価における検討ケースの組合せを参考表 1-3に，地盤ケース②～⑥の追加検

討ケースを実施する地震動の選定フローを参考図 1-4に示す。

参考表 1-3 施設の耐震評価における検討ケースの組合せ

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

原地盤に基 地盤物性の 地盤物性の 地盤を強制 原地盤にお 地盤物性のば

解析ケース
づく液状化 ばらつきを ばらつきを 的に液状化 いて非液状 らつきを考慮
強度特性を 考慮（＋ 1 考慮(-1 させること 化の条件を (+ 1 a) し

（地盤ケース） 用いた解析 o) した解 (J) した解 を仮定した 仮定した解 て非液状化の

ケース（基 析ケース 析ケース 解析ケース 析ケース 条件を仮定し

本ケース） た解析ケース

原地盤のせ 原地盤のせ 原地盤のせ 敷地に存在 原地盤のせ 原地盤のせん

ん断波速度 ん断波速度 ん断波速度 しない豊浦 ん断波速度 断波速度のば

地盤剛性の設定 のばらつき のばらつき 標準砂のせ らつきを考慮

を考慮 を考慮 ん断波速度 (+1 a) 

(+1(J） (-1 a) 

原地盤に基 原地盤に基 原地盤に基 敷地に存在 液状化パラ 液状化パラメ

液状化強度特性
づく液状化 づく液状化 づく液状化 しない豊浦 メータを非 ータを非適用
強度特性 強度特性 強度特性 標準砂の液 適用

の設定 (-1 a) (-1 a) (-1 a) 状化強度特

性

(H+V+) 実施

(H+V-) 実施
Ss-D 1 

(H-V+) 実施 全ての基準地震動Ssに対して実施する①の解析ケー

(H-V-) 実施 ス（基本ケース）において，せん断力照査及び曲げ軸
Ss-1 1 実施

力照査をはじめとした全ての照査項目について，各照
Ss-1 2 実施

Ss-1 3 実施 査値が最も厳しい（許容限界に対する余裕が最も小さ

Ss-1 4 実施 い）地震動を用い，②～⑥より追加検討ケースを実施
Ss-2 1 実施

する。
Ss-2 2 実施

(H+V+) 実施
Ss-3 1 

(H-V+) 実施

参考 1-6
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基準地震動SS全波 (12波）を用いて
検討ケース①（基本ケース）を実施

せん断力及ぴ曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を 1波選定

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

以上より，基準地震動SS全波 (12波）を用いた検討ケース①

（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し， さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース① （基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ1波選定
(2波が同じ地震動となる場合がある）

※要因に対する着目点

※ せん断力の照査値＞0.5 

曲げ軸力の照査値；；；0.5 

又は

せん断力の照査値；；；0.5 

曲げ軸力の照査値＞0.5 

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を 1波選定

・敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定
大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地震動
地盤や楕造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

岩盤内に埋設されている構造物
第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物

地上部と地中部で構成された構造物

地盤の剛性が硬いことによる影響
地盤の剛性が柔らかいことによる影響
・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

参考図 1-4 地盤ケース②～⑥の追加検討ケースを実施する地震動の選定フロー
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2.2 設備の耐震評価

設備の耐震評価においては，施設に上載される機器・配管系に対する加速度応答の算定で

は，上載される機器・配管系への加速度応答に対する保守的な配慮として，基準地震動ss 

全波 (8波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動 (4波）を加えた全 12波を用いて地

盤ケース⑤を実施する。

上記の地盤ケース⑤において，上載される機器・配管系の固有振動数帯で加速度応答が最

も大きくなる地震動を用いて，地盤ケース④，⑥を実施し，地盤ケース⑤も含めた全ての解

析ケースに基づく加速度応答を算定する。

設備の耐震評価における検討ケースの組合せを参考表 1-4に示す。

参考表 1-4 設備の耐震評価における検討ケースの組合せ

④ ⑤ ⑥ 

解析ケース
地盤を強制的に液状 原地盤において非液 地盤物性のばらつき

（地盤ケース）
化させることを仮定 状化の条件を仮定し を考慮（＋ 1(J）し

した解析ケース た解析ケース て非液状化の条件を

仮定した解析ケース

敷地に存在しない豊 原地盤のせん断波速 原地盤のせん断波速

地盤剛性の設定 浦標準砂のせん断波 度 度のばらつきを考慮

速度 (+1 a) 

液状化強度特性
敷地に存在しない豊

液状化パラメータを 液状化パラメータを
浦標準砂に基づく液

の設定 状化強度特性
非適用 非適用

(H+V+) 
全ての基準地震動 実施 全ての基準地震動

Ss-D 1 
(H+V-) 

Ssに対して実施す 実施 Ssに対して実施す
(H-V+) る⑤の検討ケース 実施 る⑤の解析ケース
(H-V-) （原地盤において非 実施 （原地盤において非

地 Ss-1 1 液状化の条件を仮定 実施 液状化の条件を仮定

冒 Ss-1 2 した解析ケース）に 実施 した解析ケース）に

Ss-1 3 おいて，上載される 実施 おいて，上載される

眉一
Ss-1 4 

機器・配管系の固有
実施

機器・配管系の固有

振動数帯で加速度応 振動数帯で加速度応
Ss-2 1 答が最も大きくなる 実施 答が最も大きくなる
Ss-2 2 地震動を用い，④及 実施 地震動を用い，④及

(H+V+) び⑥より追加検討ケ 実施 び⑥より追加検討ケ
Ss-3 1 

(H-V+) ースを実施する。 実施 ースを実施する。
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（参考 2) 周辺施設への影響検討における影響検討ケースの選定

本資料は，影響検討ケース選定方針に従って各施設の検討ケース選定の詳細を示すものであ

る。

1. 取水構造物

1.1 施設の耐震評価

影響検討を実施する地震動については，既工認時の地盤ケース①において照査値が最大と

なる地震動を選定する。なお，取水構造物は， RC部材及び鋼管杭で構成された構造物であ

るが， RC部材及び銅管杭で応答特性が異なることから， RC部材及び銅管杭のそれぞれに

ついて影響検討ケースを選定する。

地盤ケースについては，取水構造物の近傍に設置される追加地盤改良体が構造物に対して

概ね左右対称に配置されていることから，地盤ケース①にて影響検討を実施する。

RC部材及び鋼管杭に対する既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケースを示す。

地展動

H+, V-
S, -D 1 

H-, V+  

H-, V-

s s - 1 1 
S, -1 2 

s s - 1 3 
S, -1 4 

s s -2 1 
S, -2 2 

H+, V+ 
s s -3 1 

H-, V+ 

（①ー①断面， RC部材）

（曲げ軸力照査）

曲げ軸力照査

① I ② I ③ I ④ 

0.099 

0. 108 0 097 0 117 0. 119 

0 104 

0.068 

0.091 

0. 087 

0.069 

0.076 

0. 078 

0.075 

0.086 

IH-, v+  

IH-, V-

S, -1 1 

S, -1 2 

s s - 1 3 
S, -1 4 

s s - 2 1 
s s - 2 2 

ltt+, v+  
S, -3 1 IH-, v+  

（せん断力照査）

せん断力照査

T ② I③ I ④ 

0 6061 I I0.695 

0. 6021 
I l 

0. 437 

0. 520 

0.581 

0. 393 

0.484 

0. 460 

0. 540 

0.555 

赤字 ：地痙動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値

影響検討対象外

（④ー④断面， RC部材）

（曲げ軸力照査） （せん断力照査）
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57 



こ 曲げ軸力照査

① ② ③ ④ 

H+, V+ 0.072 

H+, V- 0 074 
S, -D 1 

H-, V+ 0. 092 

H-, V- 0. 102 0. 099 0. 100 o. 133 
S, -1 1 0. 049 

S, -1 2 0. 066 

S, -1 3 0 061 

s s - 1 4 0.055 

s s -2 1 0.064 

s s -2 2 0 072 

H+, V+ 0. 067 
S,-3 1 H-, V+ 

0.060 

⑤ 

0.084 

⑥ 
一 ＼息巴□ せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+ 0 348 

H+, V- 0 360 
s s - D 1 

H-, V+ 0 378 

0.080 H-, V-0.383 0. 379 0. 374 0.433 0.401 

s s - 1 1 0 277 

S, -1 2 0. 361 

s s - 1 3 0. 342 

S, -1 4 0.290 

S, -2 1 0. 340 

S,-2 2 0.326 

H+, V+ 0.296 
s s -3 1 

H-, V+ 0. 328 

赤字 ：地展動決定の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値
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（①一①断面，鋼管杭）

（曲げ軸力照査）

検討ケース 曲げ軸力照査

地震動 ~71 ① I ② I ③ I ④ 

S, -D 1 
H-, V+  o. 114 
H-, V- 0 126 

s s - 1 1 0 094 

s s - 1 2 0. 110 

S, -1 3 0.096 

s s - 1 4 0.061 

s s -2 1 0.090 

s s -2 2 0. 072 

H+, V+  0. 149 0 149 0 151 0.219 
S, -3 1 

H-, v+  0. 132 

（曲げ軸力照査）

こス 曲げ軸力照査

① ② ③ ④ 

H+, V+  0. 185 

H+, V- 0. 189 
s, -D 1 

H-, V+  0. 186 

H-, V- 0.221 0.212 0.228 0.225 

s s - 1 1 0. 161 

s s - 1 2 0. 152 

s s - 1 3 0. 160 

s s - 1 4 0. 087 

s s -2 1 0 134 

S, -2 2 0. 109 

H+, V+  0. 187 
S -3 1 
s H-, V+  0. 141 

（せん断力照査）

せん断力照査

コ ② 1 ③ I ④ 

S, -1 1 0. 180 

S, -1 2 0.252 

S, -1 3 0. 225 

S, -1 4 0. 147 

S, -2 1 

s曼 ー 22 

I S S -3 1 

赤字 ：地震動の決定値 （①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値

影響検討対象外

（④一④断面，鋼管杭）

（せん断力照査）

⑤ ⑥ 一 ：息巴□□ せん断力照査

① ② ③ ④ 

H+, V+  0.290 

H+, V- 0.301 
S, -D 1 

H-, V+  0.262 

0.201 0. 198 H-, V- 0. 284 

s s - 1 1 0. 234 

S, -1 2 0. 268 

S, -1 3 0.243 

S, -1 4 0. 161 

s s -2 1 0.216 

S,-2 2 0 189 

H+, V+  0.337 0 326 0. 373 0.457 
S -3 1 
s H-, V+  0.315 

⑤ 

0. 347 

赤字 ：地展動決定の決定値 （①ケースの中での最大照査値）

青字 ：全照査値の中での最大照査値

以上よ り， 取水構造物に対する影響検討ケースは以下の通りとする。

【①一①断面】

・RC部材： ①S s -D  1 (H+, V+) 

・鋼管杭 ： ①S s - 3 1 (H +, V +) 

【④ー④断面】

・RC部材： ①s s -D  1 (H-, V-) 
・鋼管杭 ： ①S s - 3 1 (H +, V +) 
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1. 2 設備の耐震評価

影響検討を実施する地震動については，既工認時の地盤ケース⑤において，設備評価の影

響が大きい地震動を選定する。

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とするが，①一

①断面については地盤改良体（薬液注入）のみが配置されることから，地盤ケース⑤，⑥は

検討対象外とし，地盤ケース④に対して影響検討を実施する。

また，追加地盤改良体（セメ ント改良）を設置する④ー④断面については，追加地盤改良

体（セメント改良）の影響を確認するため，地盤ケース⑤のSs -D  1 (H+, V+) を追

加で実施する。

既工認時に設備の耐震評価を実施したケースの最大応答加速度並びに影響検討の選定ケー

スを以下に示す。

（①一①断面） （④一④断面）

検討ケース FRS実施ケース

地窟勤
④ ⑤ ⑥ 二 FRS実施ケース

④ ⑤ 

H+, V+  ． H+, V+  ． 
H+, V- ． 

S, -0  1 ． H-, V+  

H+, V- ． 
S, -D  1 ． H-, V+  

H-, V- ． H-, V- ． 
s s - 1 1 ． s, -1 1 ． 
s s - 1 2 ． S, -1 2 ． 
s s―1 3 ． S, -1 3 ． 
s s -1 4 ． s s - 1 4 ． 
S, -2 1 ． S, -2 1 ． ． 
S,-2 2 ． ． ． S, -2 2 ． 

H+, V+ ． 
S, -3 1 ． H-, V+  

H+, V+  ． 
S, -3 1 ． H-, v+  

※● ：既工認時に実施したケース ※● ：既工認時に実施したケース

以上より，取水構造物に対する影響検討ケースは以下の通りとする。

【①ー①断面】

•最厳ケース： ④Ss-22 

【④一④断面】

•最厳ケース： ④Ss-21 

⑤S s -2 1 

⑥Ss-21 

・確認ケース： ⑤S s -D  1 (H+, V+) 
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2. 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁） （出口側集水枡を含む）

2. 1 施設の耐震評価（別途説明）

2.2 設備の耐震評価（別途説明）

3. 屋外二重管

3. 1 施設の耐震評価（別途説明）

3.2 設備の耐震評価（別途説明）

4. 貯留堰（貯留堰取付護岸を含む）

4. 1 施設の耐震評価（別途説明）

5. 影響検討実施ケースの整理表（別途説明）
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